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当該一般競争参加資格の認定に係る申請
は、「競争参加者の資格に関する公示」（令和２
年10月１日付け国土交通省大臣官房会計課
長、国土交通省大臣官房官庁営繕部管理課長
公示）別記に掲げる当該者（当該者が経常建
設共同企業体である場合においては、その代
表者。）の本店所在地（日本国内に本店がない
場合においては、日本国内の主たる営業所の
所在地。以下同じ。）の区分に応じ、同別記に
定める提出場所において、随時受け付ける。
また、当該者が申請書及び資料を提出したと
きに限り、関東地方整備局総務部契約課
（〒3309724 埼玉県さいたま市中央区新都
心２１さいたま新都心合同庁舎２号館17階
電話0486013151㈹）においても当該一

般競争参加資格の認定に係る申請を受け付け
る。
 本案件は、提出資料、入札を電子入札シス
テムで行うものであり、対応についての詳細
は入札説明書による。
 詳細は入札説明書による。
６ Summary
 Official in charge of disbursement of the
procuring entity : WAKABAYASHI Nobu‑
yuki Director‑General of Kanto Regional
Development Bureau, Ministry of Land,
Infrastructure, Transport and Tourism.
 Classification of the services to be pro‑
cured : 41
 Subject matter of the contract : Cons‑
truction work of the R3 dam improvement
of Aimata Dam.
 Time‑limit for the submission of app‑
lication forms and relevant documents for
the qualification by electronic bidding sys‑
tem : 3 : 00 P.M. 21 October 2021.
 Time‑limit for the submission of tenders
by electronic bidding system : 12 : 00 P.M.
(noon) 6 Januarry 2022 (tenders brought
with or submitted by mail : 12 : 00 P.M.
(noon) 6 Januarry 2022).
 Contact point for tender documentation :
Contract Division, Kanto Regional Devel‑
opment Bureau, Ministry of Land, Inf‑
rastructure, Transport and Tourism Saita‑
ma shintoshin National Government Build‑
ing Tower‑2 21, Shintoshin, Chuou
Ward, Saitama City, Saitama Prefecture
3309724 Japan TEL 0486013151 (ex
2525)

入 札 公 告（建設工事）
次のとおり一般競争入札に付します。
令和３年９月 17 日

支出負担行為担当官
近畿地方整備局長 東川 直正

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 27
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名 淀川左岸線延伸部茨田西地区改良
工事（電子入札対象案件）（電子契約対象案件）
 工事場所 （自）大阪府大阪市鶴見区横堤

地先
（至）大阪府大阪市鶴見区緑地
公園地先

 工事内容 工事延長 Ｌ＝265ｍ 道路土
工１式、地盤改良１式、プレキャストカルバー
ト工（Ｂ＝3150×Ｈ＝3550）Ｌ＝555ｍ、
舗装工１式、付替水路工１式、構造物撤去工
（旧橋）１式、仮設工１式、地中連続壁工（柱
列式）φ＝1100 Ｌ＝542ｍ 52本、地中連
続壁工（柱列式）φ＝1100 Ｌ＝539ｍ 23
本、土留・仮締切工１式
 工期 契約締結日の翌日から令和５年３月
10日まで。
 使用する主要な資機材 セメント600ｔ
鋼材（鉄筋を含む。）597ｔ
 本工事は、価格以外の要素と価格を総合的
に評価して落札者を決定する総合評価落札方
式のうち、品質確保のための体制その他の施
工体制の確保状況を確認し、施工内容を確実
に実現できるかどうかについて審査し、評価
を行う施工体制確認型総合評価落札方式及び
契約締結後に施工方法等の提案（総合評価に
係る提案を除く。）を受け付ける契約後ＶＥ方
式の試行工事である。
 本工事は、建設キャリアアップシステム義
務化モデル工事の試行対象工事である。
 本工事は、国土交通省が提唱するi-Const‑
ructionに基づき、新技術活用促進のため、
発注者が提示する新技術のうち、原則１技術
以上の新技術活用を図る工事である。
 本工事は、受注者の発案による施工手順の
工夫等の創意工夫による生産性向上の取組を
推進する「生産性向上チャレンジ」の試行対
象工事である。

 本工事においては、中間前金払に代わり、
既済部分払を選択した場合には、短い間隔で
出来高に応じた部分払や設計変更協議を実施
する「出来高部分払方式」を採用する。
 本工事は、建設工事に係る資材の再資源化
等に関する法律（平成12年法律第104号）に
基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物
の再資源化等の実施が義務付けられた工事で
ある。
 本工事は、競争参加資格確認申請書（以下
「申請書」という。）及び競争参加資格確認資
料（以下「資料」という。）の提出及び入札を
電子入札システムで行う対象工事である。
なお、電子入札システムによりがたいもの
は、発注者の承諾を得て紙入札方式に代える
ものとする。
 総価契約単価合意方式の適用
１）本工事は、「総価契約単価合意方式」の対
象工事である。本工事では、契約変更等に
おける協議の円滑化に資するため、契約締
結後に、受発注者間の協議により総価契約
の内訳としての単価等について合意するも
のとする。
２）本方式の実施方式としては、
イ）単価個別合意方式（工事数量総括表の
細別の単価（一式の場合は金額。下記ロ）
において同じ。）のそれぞれを算出した上
で、当該単価について合意する方式）
ロ）包括的単価個別合意方式（工事数量総
括表の細別の単価に請負代金比率を乗じ
て得た各金額について合意する方式）
があり、受注者が選択するものとする。
ただし、受注者が単価個別合意方式を選
択した場合において、上記１）の協議の開
始の日から14日以内に協議が整わないとき
は、包括的単価個別合意方式を適用するも
のとする。
３）受注者は、「包括的単価個別合意方式」を
選択したときは、契約締結後14日以内に、
契約担当課が契約締結後に送付する「包括
的単価個別合意方式希望書」に、必要事項
を記載の上、当該契約担当課に提出するも
のとする。
４）その他本方式の実施手続は、「総価契約単
価合意方式実施要領」及び「総価契約単価
合意方式実施要領の解説」によるものとす
る。

 本工事は、工事実施にあたって不足する下
請け等の技術者や技能者等を、通常考える工
事実施地域外から広域的に確保せざるを得な
い場合に、「共通仮設費（率分）のうち営繕費」
及び「現場管理費のうち労務管理費」の一部
の費用（以下「実績変更対象費」という。）に
ついて、契約締結後、労働者確保に要する方
策に変更が生じ、土木工事標準積算基準書の
金額相当では適正な工事の実施が困難になっ
た場合は、実績変更対象費の支出実績を踏ま
えて最終精算変更時点で設計変更する試行工
事である。
 本工事は、ＩＣＴ技術の全面的活用を図る
ため、受注者の提案・協議により、設計図書
の照査、出来形管理、検査及び工事完成図や
施工管理の記録及び関係書類について３次元
データを活用する簡易型ＩＣＴ活用工事の対
象工事（施工者希望Ⅱ型）【土工】である。
 本工事は、ＩＣＴ技術の全面的活用を図る
ため、受注者の提案・協議により、起工測量、
設計図書の照査、施工、出来形管理、検査及
び工事完成図や施工管理の記録及び関係書類
について３次元データを活用するＩＣＴ活用
工事の対象工事（施工者希望Ⅱ型）【舗装工】
である。
 本工事は、建設業の担い手確保・育成のた
め、建設現場への新規入職者を増やす環境作
りの一環として、現場閉所の週休２日化を促
進する試行工事（発注者指定Ｉ型）である。
 本工事は、工期設定の根拠とした工事に必
要な関係機関との協議、地元協議、用地確保
等の進捗状況を踏まえた工事工程表を開示す
ることにより、適切な工期設定の取組を行う
「工事工程表の開示試行工事」である。
 本工事は、熱中症対策に資する現場管理費
を補正する試行の対象工事である。
 本工事は、建設業法第26条第３項ただし書
の規定の適用を受ける監理技術者（特例監理
技術者）の配置は認めない。
 本工事は、契約手続にかかる書類の授受を、
原則として電子契約システムで行う対象工事
である。なお、電子契約システムによりがた
い場合は、発注者の承諾を得て紙契約方式に
代えるものとする。
 発注者の承諾を得て紙入札方式に代える場
合、書面手続きにおける押印等の取り扱いに
ついて、留意すること。
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